
　

第13期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2019年８月１日から2020年７月31日まで）

　

株式会社アイモバイル

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第14条の

規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

https://www.i-mobile.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供

しております。
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連結注記表
　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ３社

主要な連結子会社の名称

株式会社サイバーコンサルタント、オーテ株式会社、株式会社オープンキ

ャリア

当連結会計年度より、オーテ株式会社の株式を取得したことに伴い、連

結の範囲に含めております。

株式会社ネッチについては、当連結会計年度において所有株式の一部を

売却したため連結の範囲から除外しております。

株式会社Evory、i-movad,Inc.、台灣艾摩貝爾有限公司（i-mobile

Taiwan Co.,Ltd）ほか２社は当連結会計年度において清算結了したため連

結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

株式会社アカラ

　非連結子会社は、小規模であり、合計の純資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計

算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しており

ます。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。
　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

株式会社アカラ

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法適用の範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

① 子会社株式(持分法非適用の非連結子会社)

　 移動平均法による原価法を採用しております。
　
② その他有価証券

　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。
　
　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資有価証券のうち、匿名組合出資金等の出資金については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物 ６～15年

　 工具器具備品 ２～10年
　
② 無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　 なお、耐用年数は以下のとおりです。

　 ソフトウエア ５年
　

(3) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、投資効果の発現する期間を合理的に見積り、そ

の見積期間に応じて均等償却しております。
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(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。
　
② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度負担額を計上しております。
　
③ 販売促進引当金

　ユーザーに対する販売促進費の支出に備えるため、過去の実績を基礎

として発生すると見込まれる額を計上しております。
　

④ 株主優待引当金

　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降

において発生すると見込まれる額を計上しております。
　

⑤ ポイント引当金

　ユーザーに対して付与したポイントの利用に備えるため、翌連結会計

年度以降において発生すると見込まれる額を計上しております。。
　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算しております。
　

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

　当社グループでは、固定資産の減損会計、繰延税金資産の回収可能性、有価証券の

評価等の会計上の見積もりについて、連結計算書類作成時において入手可能な情報に

基づき実施しております。

　新型コロナウイルス感染症による当連結会計年度の事業及び業績に大きな影響を及

ぼす事項はございません。また、今後の影響も限定的と考えております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多いため、

引き続き今後の動向を注視してまいります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 291,443千円

（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

場所 用途 種類 金額

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア 35,974 千円

合計 35,974 千円

当社グループは、事業単位を基準として資産のグルーピングを行っております。

当社のソフトウェアについては、当初予定していた収益が見込めなくなったこと

により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を特別損失として計上して

おります。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを零とみなして算定しております。
　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 発行済株式に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,170,600 64,620 2,455,454 21,779,766

（注）１．発行済株式の増加株式数は、新株予約権の行使によるものであります。
２．発行済株式の減少株式数は、取締役会決議に基づく自己株式の全株消却に

よるものであります。
　

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 300,054 2,155,400 2,455,454 －

（注）１．自己株式の増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得によるもの
であります。

２．自己株式の減少株式数は、取締役会決議に基づく自己株式の全株消却によ
るものであります。

　

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

　該当事項はありません。
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４. 新株予約権等に関する事項
　

第２回新株予約権 第３回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 388,830株 192,500株

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用について、安全性の高い金融資産を余資運用し、

投機的な取引は行わない方針であります。運転資金及び設備投資資金に関し

ては、原則として自己資金で賄う方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式

であり、発行会社の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払法人税等は短期間で決済されるものであり

ます。また、営業債務である買掛金は支払期日に支払を実行できなくなる流

動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、新規取引先等の審査を行っており、

営業取引先ごとに期日及び残高の管理を行っております。また、主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングすることにより財務状況の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企

業）の財務状況を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリス

ク）

当社管理部門が適時に資金計画を作成・更新することにより、流動性リ

スクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において

は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2020年７月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参

照ください)。
　

連結貸借対照表計上額

(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 12,363,092 12,363,092 －

(2) 売掛金 1,232,886

貸倒引当金(※) △3,331

差引 1,229,554 1,229,554 －

資産計 13,592,646 13,592,646 －

(1) 買掛金 1,027,183 1,027,183 －

(2) 未払法人税等 33,081 33,081 －

負債計 1,060,265 1,060,265 －

(※) 売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。
　

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　資産

　(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
　
　負債

　(1) 買掛金、(2) 未払法人税等

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上

額

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 266,331

匿名組合出資等 138,034

非上場関係会社株式 3,000

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、時価開示の対象とはしておりません。
当連結会計年度において、非上場株式について29,380千円の減損処理を行って

おります。
　
(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 12,363,092 － － －

売掛金 1,232,886 － － －

合計 13,595,978 － － －

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 607円12銭

１株当たり当期純利益 76円66銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 オーテ株式会社

事業の内容 スマートフォン向けアプリの企画・開発・運営等

(2)企業結合を行った主な理由

当社グループは、「新しい技術を創造し多くの人が満足するサービスを提供

し続けること」を経営理念として、コンシューマ事業とインターネット広告

事業を展開しております。インターネット広告事業においては、国内最大級
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の広告配信在庫を保有するアドネットワーク事業で培われた顧客基盤及び開

発力の高さを軸に事業の強化・拡大に努めております。

オーテ株式会社は、スマートフォン向けアプリの企画・開発・運営事業と

して設立し、「パズルde懸賞」シリーズを中心に、高品質なパズルと魅力的な

懸賞システムを融合したスマートフォンゲームアプリを提供しております。

オーテ株式会社は、高品質パズルを低コストで量産できる体制を構築し、魅

力的な懸賞システムを融合したハイブリッドサービスを実現しており、これ

により優良ユーザーが定着し、サービス開始以来急速に成長し続けておりま

す。

この度、当社グループがこれまで培ったインターネット広告事業における

知見・経験をもとに、オーテ株式会社の保有するアプリ内での広告収入の収

益性向上及び収益の多様化を図り、新規ユーザー獲得における広告運用の強

化及びサービス体制拡充を図ることで更なる成長が見込めることから、当社

グループの中長期的な企業価値向上に大きくつながると判断し、子会社化を

実施することといたしました。

(3)企業結合日

2019年８月９日

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称

変更ありません。

(6)取得した議決権比率

100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価としてオーテ株式会社の株式100％を取得したためであり

ます。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2019年９月１日から2020年７月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 500,000千円

取得原価 500,000千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 25,406千円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額

349,515千円

(2)発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

(3)償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 178,279千円

固定資産 2,257千円

資産合計 180,536千円

流動負債 27,380千円

固定負債 2,672千円

負債合計 30,052千円
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個別注記表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。
　

② その他の有価証券

　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　

　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資有価証券のうち、匿名組合出資金等の出資金については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
　
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物

附属設備については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ６～15年

機械及び装置 17年

工具器具備品 ４～10年
　

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数は以下のとおりです。

特許権 ８年

ソフトウエア ５年
　
(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。
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② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事

業年度負担額を計上しております。
　

③ 販売促進引当金

ユーザーに対する販売促進費の支出に備えるため、過去の実績を基礎として

発生すると見込まれる額を計上しております。
　

④ 株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発

生すると見込まれる額を計上しております。

⑤ ポイント引当金

ユーザーに対して付与したポイントの利用に備えるため、翌事業年度以降に

おいて発生すると見込まれる額を計上しております。
　
(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損

益として処理しております。
　
(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　

（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 286,911千円
　
2. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 16,745千円

長期金銭債権 100,000千円

短期金銭債務 52,275千円

長期金銭債務 7,455千円

　なお、区分掲記したものについては除いております。
　
（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

営業取引による取引高（収益） 101,592千円

営業取引による取引高（費用） 1,011,387千円

営業取引以外の取引高（収益） 1,900千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 300,054 2,155,400 2,455,454 －

（注）1.自己株式の増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得によるもので
あります。

2.自己株式の減少株式数は、取締役会決議に基づく自己株式の全株消却による
ものであります。

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

販売促進引当金 51,865千円

株主優待引当金 123千円

賞与引当金 18,917千円

貸倒引当金 50,341千円

資産除去債務 19,543千円

未払事業税 28,930千円

その他有価証券評価差額金 3,508千円

投資有価証券評価損 203,368千円

未払金 33,473千円

減価償却超過額 12,119千円

その他 2,911千円

繰延税金資産小計 425,101千円

評価性引当額 △241,759千円

繰延税金資産合計 183,342千円
　

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △15,315千円

特別償却準備金 △2,711千円

未収事業税 △30,283千円

繰延税金負債合計 △48,310千円

繰延税金資産純額 135,031千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

重要な取引がないため、関連当事者との取引に関する注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 596円65銭

１株当たり当期純利益 68円28銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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